建物賃貸借契約書（住居用）

Ⅰ．標記

	貸主
	
	借主
	

	所在地
	

	物件名称
	
	　　　　階　　　　　号室（　　　　　　　）㎡

	構造
	
	種類
	

	契約期間
	平成　　年　　月　　日より平成　　年　　月　　日までの１年間とする。
但し、第２条により更新することができる。

	家賃等
	家賃
	月額　　　　　　円
	敷金（　　ヶ月分）
	　　　　　　　　　　円

	
	共益費
	月額　　　　　　円
	項　　目
	備　　考
	金　　　　　　額

	
	駐車料
	月額　　　　　　円
	
	
	

	
	
	　　　　　　　　円
	
	
	

	
	
	　　　　　　　　円
	月額合計
	　　　　　　　　　　　　　円

	支払期日
	上記の家賃等は、毎月　　日までに　　月分を下記の方法により支払うものとする。
但し、振込み費用等は乙の負担とする。

	支払方法
	１．振込　　　２．自動引落し　　　３．貸主へ持参　　　４．貸主が集金

	振込先
	金融機関名
	本・支店名
	預金種別
	口座番号

	
	
	
	普通・当座
	

	
	受取名義人(ﾌﾘｶﾞﾅ)
	

	駐車場番号
	
	車種・車両番号
	


	入　居　者　名　簿
	続　柄
	氏　　　　　名
	年 齢
	学校名又は勤務先
	連絡先電話

	
	本　人
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


【緊急時の連絡先】

	氏　　名
	
	住所
	
	借主との関係

	学校名等
	
	電話
	　　　（　　　）
	


【受入大学等の留学生担当】

	学校名
	
	担当部署
	
	担当者
	

	
	
	
	
	電　話
	　　　（　　　）


　（契約の締結）

第１条　貸主（以下「甲」という｡)及び借主（以下「乙」という｡)は、標記に記載する賃貸借の目的物件（以下「本物件」という｡)について、以下の条項により賃貸借契約（以下「本契約」という｡)を締結した。

　（契約期間）

第２条　契約期間は標記に記載するとおりとする。
　２　甲又は乙が相手方に対して第13条による解約の意志表示をしないときは、同一条件をもってさらに１年間契約が更新されるものとし、以後も同様とする。

　（使用目的）

第３条　乙又は標記の入居者名簿に記載した者のみが、居住を目的として本物件を使用することができる。

　（家賃）

第４条　乙は、標記の記載に従い、家賃を支払わなければならない。

　２　１ヶ月に満たない期間の家賃は、日割り計算した額とする。

　３　本契約の家賃が物価の変動、公租公課、地代の変更あるいは近隣のそれと比較して不相当となったときは、当事者協議のうえ家賃を改定することができる。
　（共益費）

第５条　乙は、階段、廊下等の共用部分の光熱費等の維持管理費に充てるため、標記の共益費を甲に支払うものとする。

　２　１ヶ月に満たない期間の共益費は、日割り計算した額とする。

　３　本契約の共益費が、維持管理費の増減により不相当となったときは、当事者協議のうえ、共益費を改定することができる。

　（駐車場）

第６条　乙は、駐車場を使用する場合、標記の駐車料金を支払い、甲又は管理人の指定する位置に、甲の承諾を得た自動車のみを駐車しなければならない。

　２　駐車場内における盗難又は事故等については、甲及び管理人は一切その責任を負わないものとする。

　（諸費用の負担）

第７条　本物件の公租公課は甲が負担し、電気・ガス・水道料、自治会費、塵芥処理費、衛生費、その他雑費は乙の負担とする。

　（敷金）

第８条　乙は、本契約から生じる債務の担保として、標記に記載する敷金を甲に預け入れるものとする。
但し、敷金には利息を付さず、乙が本物件を完全に明渡した後に返還されるものとする。

　２　乙は、本物件を明渡すまでの間、敷金をもって家賃、共益費その他の債務と相殺することはできない。

　３　甲は、本物件の明渡しの際、家賃の滞納、原状回復に要する費用その他の本契約から生じる乙の債務の不履行がある場合には、当該債務の額を敷金から差し引くことができる。

　４　前項の場合、甲は、敷金から差し引く債務の額の内訳を乙に明示しなければならない。

　５　敷金から乙が負担すべき修繕費用、未納家賃、延滞損害金、損害賠償金その他甲が受領すべき金額を差し引き、不足が生じるとき乙はこの不足額を直ちに甲に支払わなければならない。

　６　家賃が増額された場合、乙は敷金を補填しなければならない。なお、その敷金額は、新家賃額を基準に本契約の標記に記載する月数分相当額とする。

　（乙の善管注意義務）

第９条　乙は、善良な管理者の注意をもって、本物件を使用しなければならない。

　２　乙は、自己又は乙の同居者等の故意又は過失により、建物及び設備等を故障、破損、滅失させたときは、これを原状に復さなければならない。その費用は乙が負担する。

　（禁止事項）

第10条　乙は、次に掲げる行為をしてはならない。

　 (1)　本物件を第３条に記載する住居以外のものに使用すること。

　 (2)　本物件の全部又は一部を転貸若しくは賃借権を譲渡すること。

　 (3)　本物件に増築、改築、造作、模様替え、又は本物件の敷地内に工作物を設置すること。

　 (4)　近隣に迷惑をかけ又は共同生活を乱す行為をすること。

　 (5)　階段、廊下等の共用部分に物品を置いたり、看板、ポスター等の広告物を掲示すること。

　 (6)　犬・猫等のペット類を飼育すること。

　 (7)　本物件の出入り口の鍵を変えること。

　 (8)　配水管をつまらせたり腐食させる恐れのある異物を流すこと。

　（届出・承諾事項）

第11条　乙は、次のいずれかに該当するときには、直ちにその旨を、甲に届出なければならない。

　 (1)　引き続き１ヶ月以上本物件を留守にするとき、又は現実に住居としてしようしていないとき。

(2) 建物及び設備に修理を必要とする箇所を発見したとき、及び破損又はその恐れが生じたとき。

　２　乙は、次に該当するときには、甲の承諾を得なければならない。

(1) 本物件に入居者名簿に記載した同居人の外に新たな同居人を居住させるとき。

　（修繕義務）

第12条　甲は、軽微な修繕を除き、乙が本物件を使用するために必要な修繕をしなければならない。
但し、乙の故意又は過失により必要となった修繕に要する費用は、乙が負担しなければならない。

　２　前項の規定に基づき甲が修繕を行う場合は、甲はあらかじめ、その旨を乙に通知しなければならない。この場合において、乙は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒絶することはできない。

　３　乙が前条１項２号の届出を怠ったことにより、本物件に損害を及ぼしたときは、その一部又は全部を賠償しなければならない。

　（解約予告）

第13条　甲又は乙は、本契約の更新を拒絶、又は解約しようとする場合、次の各号に従って相手方に書面をもって通知しなければならない。

(1)　甲においては、更新拒絶するについて正当事由があり、かつ、本契約終了日前６ヶ月以上１年未満の猶予期間をおくこと。

(2)　乙においては、退去日（建物の明渡し日）前１ヶ月以上の猶予期間をおくこと。
　若し乙がこの予告を怠った場合は、予告期間の家賃を、予告不足の場合は、不足分の日割り家賃を甲に支払わなければならない。

　（契約の解除）

第14条　乙が次の各号のいずれかに該当したときは、甲は、催告その他の法的手続きによらず、直ちに本契約を解除できる。但し、当該違反行為が本契約の継続に必要な信頼関係を損なうものでないと認められるときは、この限りではない。

(1)　乙が家賃、共益費等の支払いを２ヶ月分以上滞納したとき。

(2)　乙が家賃、共益費等の支払いをしばしば遅延し、その遅延が本契約における甲乙間の信頼関係を損なうと認められるとき。

(3)　乙が第10条の１号・２号・３号・４号のいずれかに該当したとき。

(4)　入居申込書及び本契約書に虚偽記載、その他不正な方法により入居したことが発覚したとき。

(5)　第11条１項１号の届出義務を怠り、１ヶ月以上の長期にわたり所在不明になったとき。

(6)　乙が帰国し、再入国の見込みがないとき。

　（暴力団等の排除）

第15条　乙が次の各号のいずれかに該当したときは、甲は何らの催告を要せず本契約を解除することができ、乙は本物件を直ちに明け渡さなければならない。

(1)　乙又は乙の所属する団体の代表者、若しくは実質的に経営権を有する者が、暴力団、過激な政治・社会活動団体等の反社会的と認められる団体の構成員、準構成員であることが判明したとき。

(2)　本物件、共用部分その他本物件周辺において、暴力団等の威力を背景に粗野な態度、言動によって、他の入居者、近隣住民に不安感、不快感、迷惑を与えたとき。

　（契約の消滅）

第16条　天災、地変、火災、朽廃、又は公法上の措置により買収されるとき等により本物件を通常の使用に供することができなくなった場合、本契約は当然消滅する。

　（行方不明等の場合の措置）

第17条　第14条５号又は６号の場合において、甲は、連帯保証人若しくは乙の緊急連絡先、親族等乙の関係者に通知のうえ、本物件に残置された乙の家財、物品等を適宜な方法により、任意の場所に保管又は処分することができるものとする。これに要する全ての費用と損害金は乙の負担とする。

（明渡し及び諸費用の精算）

第18条　乙は、本契約が終了したときは、直ちに本物件を明渡さなければならない。

　２　乙は、前項の明渡しをするときは、明渡し日を事前に甲に通知しなければならない。

　３　本契約における本物件の明渡しとは、次に掲げるすべての事項を完了したときをいう。

　①　乙及び入居者すべての退去

　②　乙が本物件内に搬入したすべての家財、物品等の搬出

　③　本物件内外の清掃及びゴミ、汚物等の撤去、処理

　④　乙が使用した電気代、上下水道代、ガス代、電話代の精算

　⑤　鍵の返還

　４　乙が退去予定日を経過しても、前項の行為を完了しない場合は、次の各項に掲げる損害金を支払わなければならない。

(1)　退去予定日より本物件明渡し完了にいたるまでの間、１日につき日割家賃の２倍に相当する損害金。

(2)　明渡し遅延により損害を受けた者に対する損害金。

　５　乙は、本物件の明渡しに際し、移転料、立退料等の請求ならびに乙の付加した造作物その他について、甲に買取りを請求することはできない。

　（原状回復）

第19条　乙は、本契約が終了したとき、乙が特に著しく通常の使用方法をこえて、本物件及び付帯設備を損傷させている場合は、原状回復しなければならない。

（立入り）

第20条　甲は、本物件の防火、構造の保全、その他管理上特に必要があるときは、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件内に立入ることができる。その場合乙は、正当な理由がある場合を除き、甲の立ち入りを拒否することができない。

　２　解約申し入れ後において、本物件を賃借しようとする者又は本物件を譲り受けようとする者が、下見をするときは、あらかじめ乙の承諾を得て、本物件内に立入ることができる。

　３　甲は、火災、地震、漏水、ガス漏れ等本物件の維持管理上緊急事態が発生したと認められるときは、乙の承諾を得ることなく本物件内に立入ることができる。この場合乙が不在のときは、甲はその旨を速やかに乙に通知しなければならない。

　（損害保険の加入）

第21条　甲は、本物件と付属設備に対し、甲の費用において、時価を保険金額とする住宅総合保険に加入しなければならない。

　２　乙は、火災、ガス爆発等の借家人賠償及び漏水等の個人賠償の責を負う事故が発生した場合のために、財団法人内外学生センターの留学生住宅総合補償に加入しなければならない。

　３　乙の故意又は過失により甲に損害を与えた場合は、甲はその損害を前項の保険金によって補填し、補填できない部分については別途請求できる。

（遅延損害金）

第22条　乙は、本契約から生じる金銭債務（家賃、共益費等）の支払いを遅延したときは、甲に対し日歩10銭（１万円につき１日10円）の割合による遅延損害金及び遅延した月数に応じて１ヶ月当り３千円の請求手数料を支払わなければならない。

　（連帯保証人）

第23条　連帯保証人は、乙と連帯して、法定更新、合意更新にかかわらず本契約が存続する限り、本契約から生じる乙の次の掲げる債務を負担するものとする。ただし、その範囲は敷金を充当した残余とする。

(1)　滞納家賃とその延滞損害金

(2)　退去に伴う原状回復に要する経費

(3)　行方不明時及び帰国時の家財等の処分に要する経費

　２　連帯保証人が欠けるに至ったとき、又は、連帯保証人として適当でないと甲が認めたとき、乙は甲の請求に従い、直ちに甲が承諾する者に連帯保証人を変更しなければならない。

　３　乙は、連帯保証人を変更しようとするときは、甲の承諾を得なければならない。

　４　乙又は連帯保証人の住所、氏名、勤務先その他に変更が生じたときは、速やかに甲に届け出なければならない。

　５　本契約期間中、甲乙の合意により、本契約の内容等に変更が生じた場合、乙は連帯保証人に対してその旨を通知しなければならない。

　（乙から連帯保証人への委任）

第24条　乙は、連帯保証人に対して次の各号のいずれかに該当した場合に限り、本契約の解除、本物件の明渡し及び残置した家財、物品等の処分に関する権限を委任するものとし、連帯保証人はこれを受諾する。この場合において、乙は連帯保証人が行った行為に対して、一切の不服を申したてないほか、連帯保証人及び関係者に対して損害賠償その他の請求をしないものとする。

(1)　乙が賃料等の支払を３ヶ月以上滞納し、甲が催告を行うもその支払いをしないとき。

(2)　乙が甲への届出を怠り、所在不明のまま２ヶ月以上経過したとき。

(3)　乙が帰国し、再入国の見込みがないとき。

(4)　乙が死亡又は破産その他の事由により本契約の履行が困難な状況に陥ったとき。

　２　乙は、本契約が存続する限り、前項の委任を解約できない。

（鍵の交換）

第25条　甲は、乙が入居の際、防犯等正当な理由で鍵の交換を希望するときは、鍵の交換をしなければならない。この場合、鍵の交換費用は、乙の負担とする。

（管轄裁判所）

第26条　本契約に関する訴訟の管轄裁判所を、本物件所在地の管轄裁判所と定める。

（協　　議）

第27条　甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合は、民法その他の法令及び慣習に従い、誠意を持って協議し解決するものとする。


鍵　預　り　証

　　　玄　関　　　　鍵　　　　　個　　　　　（№　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　その他　　　　鍵　　　　　個　　　　　（№　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　上記鍵を正に預かりました。退去時に返却いたします。

　　　　　　年　　月　　日　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（特約事項）

　　　　　この契約の締結を証するため本契約書　　通を作成し、当事者記名捺印の上、甲、乙、
連帯保証人各壱通を保有する。

平成　　年　　月　　日

　　貸　主（甲）　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　借　主（乙）　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　 eq \o\ad(学校名,　　　　　　)　　　　　　　　　　　学部・学科名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　 eq \o\ad(学校住所,　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　 eq \o\ad(担当者,　　　　　　)　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(連絡先,　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　
　　連帯保証人　　住　　　　所　高松市番町１丁目１１番６３号　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　氏　　　　名　財団法人香川県国際交流協会　理事長　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　 eq \o\ad(連絡先,　　　　　　)　（０８７）８３７－５９０１　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　宅地建物取引業者

　　　　　　　　　　　　知事　（　　）第　　　　　　　号　　　　　

　　　　　　　　　 eq \o\ad(建設大臣,　　　　　)　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　主たる事務所

　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	宅地建物取引主任者

	氏名
	

	登録
番号
	　　　　　第　　　　　号


　　宅地建物取引業者

　　　　　　　　　　　　知事　（　　）第　　　　　　　号　　　　　

　　　　　　　　　 eq \o\ad(建設大臣,　　　　　)　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　主たる事務所

　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	宅地建物取引主任者

	氏名
	

	登録
番号
	　　　　　第　　　　　号


香川県留学生住宅確保支援制度標準契約書
財団法人香川県国際交流協会・社団法人香川県宅地建物取引業協会

